
JP 4852891 B2 2012.1.11

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに位置あわせされた２枚のウェハを挟み保持する一対のホルダ部材と、
　該一対のホルダ部材どうしを互いに結合するための複数の結合部材と、
　該結合部材が実質的に前記ホルダ部材のホルダ面に垂直な方向にのみ変位可能であるよ
うに前記結合部材を前記ホルダ部材の外周部に固定する固定部材と、
　を有し、
　前記結合部材は、前記一対のホルダ部材どうしを結合状態と解放状態とに制御可能とな
す結合力源を有する
ことを特徴とするウェハホルダ。
【請求項２】
　請求項１記載のウェハホルダであって、
　前記固定部材が、平行な２枚の板バネを有する平行板バネであることを特徴とするウェ
ハホルダ。
【請求項３】
　請求項１に記載のウェハホルダであって、
　前記固定部材が、第１の平行板バネ、第２の平行板バネ及び中継部材を有し、前記第１
の平行板バネは前記ホルダ部材と前記中継部材とに固定され、前記第２の平行板バネは前
記中継部材と前記結合部材とに固定されている
ことを特徴とするウェハホルダ。
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【請求項４】
　請求項３に記載のウェハホルダであって、
　前記２組の平行板バネの形状は、その折り返し形状が構造力学的に前記結合部材を頂点
とするトラス構造を構成する、
ことを特徴とするウェハホルダ。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載のウェハホルダであって
　前記結合力源が電磁吸着力、静電吸着力、真空吸着力のいずれかである
ことを特徴とするウェハホルダ。
【請求項６】
　請求項５に記載のウェハホルダであって、
　前記結合部材が、前記一対のホルダ部材どうしの結合状態を維持する永久磁石と、励起
により永久磁石の磁場をうち消して前記一対のホルダ部材どうしを解放状態とする電磁石
とを有する
ことを特徴とするウェハホルダ。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれかに記載のウェハホルダであって、
　前記結合部材を前記ホルダ部材の前記外周部に固定する３つの前記固定部材が２等辺三
角形を形成している
ことを特徴とするウェハホルダ。
【請求項８】
　ウェハ積層接合方法であって、
　接合すべきウェハをそれぞれウェハホルダに保持するウェハ保持工程、
　ウェハどうしを位置合わせするアライメント工程、
　位置合わせされたウェハどうしを重ね合わせるウェハ重ね合わせ工程、
　重ね合わせされたウェハを保持する前記ウェハホルダを搬送する搬送工程、
　重ね合わせされたウェハを加圧して接合する接合工程
を有し、
　該各工程において
　請求項１乃至７のいずれかに記載されたウェハホルダを使用する
ことを特徴とするウェハ積層接合方法である。
【請求項９】
　積層型半導体装置の製造方法であって、
　ウェハ準備工程、ウェハ積層接合工程、チップ分離工程を有する積層型半導体装置製造
方法であって、
　該ウェハ積層接合工程は、
　接合すべきウェハをそれぞれウェハホルダに保持するウェハ保持工程、
　ウェハどうしを位置合わせするアライメント工程、
　位置合わせされたウェハどうしを重ね合わせるウェハ重ね合わせ工程、
　重ね合わせされたウェハを保持する前記ウェハホルダを搬送する搬送工程、
　重ね合わせされたウェハを加圧して接合する接合工程
を有し、
　該各工程において
　請求項１乃至７のいずれかに記載されたウェハホルダを使用する
ことを特徴とする積層型半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は積層型半導体装置の製造方法に関するもので、特には高精細な半導体装置が形
成されたウェハを積層接続する工程等に用いられる、位置合わせされたウェハの搬送技術
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に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
  近年携帯型の電子機器、例えば携帯電話やノートパソコン、携帯型オーディオ機器、デ
ジタルカメラの進歩が著しい。これに伴って、用いられる半導体装置に対してもチップ自
体の性能向上に加え、チップの実装技術においても改良が求められ、特に、チップ実装面
積の低減と半導体装置の高速駆動化の観点からの実装技術の改良が求められている。
【０００３】
　チップ実装面積の低減のために、チップを積層することにより実装面積を増加させずに
実装チップ量を増加させ、実効的な実装面積の低減をはかることが行われている。例えば
、特開２００１－２５７３０７、２００２－０５０７３５号、特開２０００－３４９２２
８にはこのような技術が開示されている。第１のものは、チップとチップやチップと実装
基板をワイヤによって接続するワイヤボンド方式によるものである。第２のものは、チッ
プの裏面に設けられたマイクロバンプを介して、チップとチップやチップと実装基板を接
続するフリップチップ方式によるものである。第３のものは、ワイヤボンド方式、フリッ
プチップ方式の双方を用いて、チップとチップやチップと実装基板を接続するものである
。
【０００４】
　半導体装置の高速駆動化のためには、チップの厚さを薄くし、貫通電極を用いることに
より実現する方法が有力である。例えば、厚さをミクロン単位にして実装する例が特開２
０００－２０８７０２に示されている。
【０００５】
　ワイヤボンド方式は半導体ベアチップの周囲にワイヤを張る。このため半導体ベアチッ
プ自体の占有面積以上の大きな占有面積を必要とし、またワイヤは１本づつ張るので時間
がかかる。これに対して、フリップチップ方式では半導体ベアチップの裏面に形成された
マイクロバンプにより接続するため、接続のための面積を特には必要とすることがなく、
半導体ベアチップの実装に必要な面積は半導体ベアチップ自体の占有面積にほぼ等しく出
来る。また接続面が接続に必要な全てのバンプを有するように出来るため、配線基板との
接続は一括して行える。従ってフリップチップ方式は半導体ベアチップの実装に必要な占
有面積を極小化して高密度実装化し、電子機器の小型化を図ると共に工期短縮ためには最
も適する方法となっている。
【０００６】
　このようなチップと実装基板、及びチップとチップ間の接続方法の改良に加え、製造コ
スト面を低減する手段として、半導体チップが形成されたウェハを個々のチップに分離す
る前に再配線層や接続バンプの形成、場合によっては樹脂による封止が行われている。こ
のウェハレベルでの処理が有効である半導体装置は、製造の歩留まりが高く、ピン数が少
ない半導体装置であり、特にメモリーの生産に利点が多い。（NIKKEI MICRODEVICE 2000
年2月号,56頁　及び　NIKKEI ELECTRONICS 2003.9.1 P.127）。
【０００７】
　一方、このような半導体装置を製造するための製造装置の開発も鋭意なされている。例
えば、貼り合わせるべきウェハの位置あわせを行って接合するための装置が文献により紹
介されている。（P.Lindner等：2002 Electronic Component and Technology Conference
 P.1439）。他に、特開平９－１４８２０７号にも同様な技術が開示されている。
【０００８】
　ところで、先に記したように、フリップチップによる電極接合には一般的にバンプを形
成し、バンプとパッド、バンプとバンプ間の接合が行われる。この接合には、半田のよう
な低融点の金属共昌結合による方法、非導電性樹脂の硬化時の収縮を利用した機械的な押
圧による方法、導電性微粒子を分散させた非等方性導電性樹脂を介在させて導電性微粒子
により接合を行う方法、バンプを加熱・加圧してバンプの金属分子を互いに拡散させた金
属拡散接合による方法がある。
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【０００９】
　このようなバンプを用いて接合する場合の問題として、熱処理を伴うことが上げられる
。熱処理を行う時の第１の問題点は、ウェハ間の位置あわせ装置と電極接合装置を同一装
置で行うと装置の温度が上昇し、機械的な部材が熱膨張して所定の機械的な精度が保たれ
なくなることである。第２の問題は、熱処理は一般的に処理時間が長いことである。この
ことにより、積層接合装置の稼働時間の中で熱処理の時間の割合が長くなり、生産性が悪
くなることである。この第２の問題点は加熱を伴わない電極接合方法にも生じる問題であ
り、生産性の改善が望まれている所である。
【００１０】
　この問題に対し、積層接合すべき２枚のウェハの位置あわせ工程及び重ね合わせ工程と
、電極接続工程とを別装置で行うことが検討され、重ね合わせ工程後に位置ズレが生じな
いように仮接続とか仮固定という処理がなされている。この種の技術として、特許文献１
（特許２９３２８４０号公報）には樹脂を用いた仮付け方式、特許文献２（特開平１０－
１１２４７６号公報）には低加圧での仮接続方式が提案され、特許文献３（特許３０３０
２０１号公報）には、熱硬化性樹脂による仮固定と本固定への基板の移送工程が開示され
ている。また、特許文献４（特開平７－３２６６４１号公報）には磁石による仮固定と搬
送工程が開示されている。
【特許文献１】特許２９３２８４０号公報
【特許文献２】特開平１０－１１２４７６号公報
【特許文献３】特許３０３０２０１号公報
【特許文献４】特開平７－３２６６４１号公報
【特許文献５】特開２００４－１０３７９９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、上記特許文献１、２に開示された樹脂による仮接続や電極自体の仮留め
では仮接合の保持力を開放したときにやはり位置ズレが生じやすく、また樹脂の半硬化に
も時間がかかる。特許文献４に開示された方法では、ホルダ間のギャップ間隔の制御によ
り仮接合力の調整を行うために再現精度が低く、またギャップ間隔を保持して搬送するこ
とが機構的に困難である。さらに、位置合わせされた２枚のウェハを保持・搬送する工程
を要する特許文献３，４の方法では移送中にウェハが互いに位置ズレをおこさないように
固定力を与えなければならない。固定力として、特許文献５（特開２００４－１０３７９
９号公報）には基板を保持したプレートをベース部材に固定するために電磁石と永久磁石
を併用する提案がなされているが、未だ仮接続に対して好適な結果は得られていない。
【００１２】
　即ち、従来の仮接続法では、更に狭くなる半導体チップの最小線幅に対して、位置あわ
せ精度を維持することが不可能であることが明らかになってきた。
　本発明はこのような課題を解決するためになされたものであり、２枚のウェハがサブミ
クロンの位置精度で重ね合わせされたウェハ積層体をその位置あわせ精度を維持したまま
仮接続（仮固定とも記す）するウェハホルダ、そのウェハホルダを用いてウェハを積層す
る方法及び積層型半導体装置の製造方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決する手段は、
　互いに位置あわせされた２枚のウェハを挟み保持する一対のホルダ部材と、
　該一対のホルダ部材どうしを互いに結合するための複数の結合部材と、
　該結合部材が実質的に前記ホルダ部材のホルダ面に垂直な方向にのみ変位可能であるよ
うに前記結合部材を前記ホルダ部材の外周部に固定する固定部材と、
　を有し、
　前記結合部材は、前記一対のホルダ部材どうしを結合状態と解放状態とに制御可能とな
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す結合力源を有するようになされていることである。
【００１４】
　このように、ホルダ部材どうしをホルダ面に垂直な方向に変位する結合部材を用いて固
定することにより、ホルダ部材に挟まれ保持されたウェハどうしには互いに接合面方向に
変位する力が大きく低減され、位置合わせの精度が保持されることになる。また、ホルダ
部材どうしを結合と解放状態とを制御可能な結合力源により結合するので、仮接合に必要
な時間も必要なく、また仮接合力の制御も容易である。この固定部材の取りつけ位置に関
しては、外周部に取りつけられた固定部材の３つが２等辺三角形を形成しているようにす
る。このような固定部材として平行板バネを用いると、簡単な構造で必要な特性が得られ
る。
　また、結合力源として電磁石と永久磁石を組み合わせた電磁力源を用い、搬送時には電
磁石を励起せずに永久磁石の磁力によりホルダ部材を互いに固定し、互いに固定されたホ
ルダ部材を分離する時に電磁石を励起するように制御すれば、搬送時に電磁石への通電に
よる発熱がなく、ホルダ部材の熱による変形が防止されると共に、搬送時に搬送機に電力
を供給する必要がなくなり搬送装置の構成が格段に簡単になる。
【００１５】
　また、本発明では、固定部材が、第１の平行板バネ、第２の平行板バネ及び中継部材を
有し、第１の平行板バネはホルダ部材と前記中継部材とに固定され、第２の平行板バネは
中継部材と結合部材とに固定されていてもよい。
【００１６】
　このような固定部材を使用することにより、結合力がホルダ部材に作用したときにホル
ダ部材が変形して互いに位置ズレを起こすことを防止し、一様に接合された状態を維持出
来なくなることを完全に防止できる。
【００１７】
　更に、使用する２組の平行板の外形状として、２組の平行板の折り返し形状が結合部材
を頂点とするトラス構造を形成するようにしておくと、ホルダ部材に力を加えたときにホ
ルダの面内方向の力が発生せず、従ってウェハホルダの変形が完全に防止でき、安定した
仮接合維持が可能になる。
【００１８】
　上記課題を解決するための、他の手段は、
　ウェハ積層接合方法であって、
　接合すべきウェハをそれぞれウェハホルダに保持するウェハ保持工程、
　ウェハどうしを位置合わせするアライメント工程、
　位置合わせされたウェハどうしを重ね合わせるウェハ重ね合わせ工程、
　重ね合わせされたウェハを保持するウェハホルダを搬送する搬送工程、
　重ね合わせされたウェハを加圧して接合する接合工程
を有し、
　該各工程において
　上述のウェハホルダいずれかを使用する
ウェハ積層接合方法である。
【００１９】
　本手段を用いてウェハを積層接合することにより、仮固定に時間を要さず、また仮工程
に必要な力を制御しながら加圧出来るので位置あわせ精度を確実に維持でき、積層接合工
程の生産性と歩留まりの向上を図ることが可能になる。
【００２０】
　前記課題を解決するための、更なる他の手段は、
　積層型半導体装置の製造方法であって、
　ウェハ準備工程、ウェハ積層接合工程、チップ分離工程を有する積層型半導体装置製造
方法であって、
　該ウェハ積層接合工程は、
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　接合すべきウェハをそれぞれウェハホルダに保持するウェハ保持工程、
　ウェハどうしを位置合わせするアライメント工程、
　位置合わせされたウェハどうしを重ね合わせるウェハ重ね合わせ工程、
　重ね合わせされたウェハを保持するウェハホルダを搬送する搬送工程、
　重ね合わせされたウェハを加圧して接合するウェハ接合工程
を有し、
　該搬送工程において
　上述のウェハホルダいずれかを使用することを特徴とする積層型半導体装置の製造方法
である。
【発明の効果】
【００２１】
　本願発明は、積層されたウェハの位置合わせを保ったまま、電極接合装置に搬送するこ
とが可能になり、積層型半導体装置の製造歩留まりの向上に大きく貢献するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　先ず、本願発明のウェハホルダを図１（ａ）に示す。図中１０１はウェハホルダのホル
ダ部材であり、その周囲部に固定部材１０２によりホルダ部材に固定された結合部材１０
３が取り付けられている。このウェハホルダのＡＡ'における断面図を図１（ｂ）に示し
た。固定部材１０２はホルダ部材のホルダ面内方向にはほとんど変形せず、ホルダ面に垂
直な方向のみに変形可能であるようになされている。このため、固定部材１０２に取り付
けられた結合部材１０３の変位方向もホルダ部材１０１に垂直な方向に限られることにな
る。このような特性を有する固定部材としては、図１（ｂ）のような平行板バネ１０４で
ある。このような平行板バネは材料として、ＳＵＳ、Ｔｉ、燐青銅板で厚さが０．１～０
．５ｍｍのもので形成される。なお、この平行板バネは上下とも各１枚の板バネにより形
成されても良いし、上下各板バネが同一面内で分離された複数の板バネにより構成されて
いて良い。
【００２３】
　このホルダ部材１０１に積層すべきウェハ１００を例えば真空吸着や静電吸着（不図示
）により固定し、互いに位置合わせを行い、その位置関係が保たれるように接続部材を動
作させてウェハを挟み保持する。この状態を示したのが図２である。このように、実質的
にホルダ面に垂直な方向のみに変位する接合部材を使用して挟み保持することにより、位
置合わせを行った２枚のウェハの位置関係を保持する仮接合が得られる。
【００２４】
　結合部材の結合力源には、図３（ａ）のようにコイル３０１に通電して得られる電磁吸
着力、図３（ｂ）のような導管３０２を配置した真空吸着力、図３（ｃ）のように静電電
極３０３を配置した静電吸着力を使用することが可能である。これらの結合力源は電気的
に吸着・解放の状態の制御が可能であり、好適な結合力源となる。尚、電磁力を用いる場
合には、ウェハ１００を挟み込む他方のホルダ部材に設けられた接合部材には電磁石を設
ける代わりに磁性体を用いても良いし、永久磁石であってもよい。また、真空吸着力を使
用する場合には、一方のホルダ部材に設けられた固定部材には真空排気用の導管を設け、
他方のホルダ部材に設けられた接合部材には鏡面に近い非吸着面を設けることになる。静
電吸着力の場合も他方のホルダ部材には静電用の電極を配置することは必要なく、単に比
較的滑らかな面を設ければよい。
【００２５】
　この結合力源として更に好適な結合力源は永久磁石３０４と電磁石３０５を併置して用
いることである。この結合源を用いる場合には、ウェハを挟み保持して搬送する時には電
磁石の励起を止めて永久磁石を結合力源とし、搬送されたウェハをホルダ部材から取り出
す場合には電磁石を励起して永久磁石の磁力を消磁することにより、互いのホルダ部材を
解放状態にする。この永久磁石と電磁石の併置を結合力とした場合の結合部材の概念図を
図３（ｄ）に示す。
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【００２６】
　接続部材の配置に関しては、ホルダ部材の周囲部を３ｎ分割するように配置されること
が押圧力の分配上好ましい。特に、図４のようにホルダ部材１０１の周辺部を均等３分割
するように配置されることがさらに好ましい。この配置にすることにより、ホルダ部材ど
うしをホルダ面内で一様な保持力で保持できる。
【００２７】
　本願発明では、更に好適な保持部材を用いている。図５を用いてその構造を説明する。
図５（ａ）は平面図であり、図５（ｂ）は図５（ａ）のＢＢ'での断面を示している。固
定部材は第１の平行バネ５０１と第２の平行バネ５０２から構成され、第１の平行バネ５
０１の一端はホルダ部材１０１に固定され、他端は中継部材５０３につながっている。一
方第２の平行バネ５０２の一端は中継部材５０３に固定され、他端が接続部材１０３につ
ながっている。この説明図では第１、第２の平行板バネともそれぞれ同じ大きさの２組の
平行板から形成されているが、第１，第２の板バネともそれぞれ１組の平行板バネにより
形成されていても良い。
【００２８】
　ホルダ部材の周辺部に上述のような固定部材を用いてホルダ部材に結合力を加えると、
積層すべきウェハの厚さや大きさによっては図６のようにホルダ部材が変形することがあ
る。図６は重ね合わせたホルダ部材１０１に結合力を加えた場合に生じうるホルダ部材の
変形現象をその断面として誇張して書いたものである。接続部材が互いに引き合ってホル
ダ面に垂直な力を加える場合、平行板バネはホルダ部材に垂直な方向に変形する。この時
、変形によりホルダ部材に加わる力は完全にホルダ面に垂直では無く、若干ホルダ部材の
面内方向の成分も生じることがある。このホルダ部材の面内方向に働く力は周辺部に取り
付けられた他の接続部材からも生じ、それらは全て動径方向に向かう力である。この力の
合力がホルダ部材の中央部を押し上げる結果となって、ホルダ部材が変形する。
【００２９】
　この点を図７により更に説明を加える。板バネ１０４はホルダ部材１０１に圧力を加え
る。この時、板バネ１０４は図７（ａ）に示したように変形する。板バネ１０２は自然長
に戻るようにして、圧力を加えることになるので、接続部材の位置が固定されていると、
板バネの変形の程度によってはホルダ部材１０１をホルダ面内方向に押す力が大きくなり
、この力がホルダ部材１０１を変形させることがある。しかしながら、本願発明の２組の
平行板を用いればこのような現象は生じない。第１の板バネ５０１はホルダ部材１０１に
圧力を加える。この時、第１の板バネ５０１は図７（ｂ）に示したように変形する。先の
場合と同様に、第１の板バネ５０１は自然長に戻るようにしてホルダ部材に圧力を加える
が、図７（ｂ）には中継部材５０３があり、第２の板バネ５０２から生じる力と合わせて
、中継部材５０３の位置を変化させることになる。即ち、２組の平行板バネ５０１，５０
２が変形した時、中継部材５０３の位置（図中の水平方向位置）が変化し、ホルダ部材を
変形させる力は生じない。
【００３０】
　別の表現を用いると、ホルダ部材が近接し、互いに吸着力を及ぼし合っても、結合部材
の位置に変化は生じない。これにより、安定した一様な力によりウェハを仮接続し搬送す
る搬送工程が実現される。更に、このような２組の平行板バネとそれらをつなぐ中継部材
を用いた固定部材の形状の好適な形状は、第２の平行板バネを中継部材に対して折り返し
た場合、第１、第２の平行板バネがトラス構造になる形状である。（図８（ａ）参照）こ
の折り返し合成形状をトラス構造（図８（ｂ）参照）にすることにより、平行板バネの各
部に働く力及び変形の均一性が得られ、結合部材の力を効率よくホルダ部材に伝えること
が出来る。
【００３１】
　尚、本願発明では、一方の平行板バネを中継部材を軸として折り返した形状を「折り返
し合成形状」と記している。逆にいえば、本願発明の板バネの形状はトラス構造をしたも
のを中継部材により折り返した形状と言える。その際、トラス構造の好ましい形状は、取
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りつけ部でのウェハの接線方向に一辺を有し、結合部材を頂点とする正三角形である。
【００３２】
　次に、本願発明のウェハ積層接合方法及び積層型半導体装置の製造方法を説明する。
本願発明の積層型半導体装置の製造方法は、Ｑ１，Ｑ２，Ｑ３の工程からなっている。こ
れらの工程を図９により説明する。
Ｑ１：半導体装置をウェハ上に形成するウェハ準備工程
　通常の半導体露光装置を用いてマスク上の回路パターンをレジストが塗布されたウェハ
７０１上に縮小投影し、レジストを現像した後にエッチングや不純物の熱拡散処理を行っ
て回路素子７０３が形成されたウェハ１００を得る。得られたウェハの回路面とは反対側
には他のウェハのチップと接続するための電極パッド又はバンプが形成されている。（例
えば、特開昭６０－２３５４４６号公報参照）
Ｑ２：ウェハ積層接合工程
　本願発明のウェハ積層接合はＱ２－１，Ｑ２－２，Ｑ２－３，Ｑ２－４工程からなって
いる。
【００３３】
　Ｑ２－１：ウェハ保持工程
　前処理されたウェハ１００をウェハホルダに静電吸着（静電吸着用の電極等は不図示）
により保持する。この時、吸着するウェハは既に積層されたウェハ（ウェハ積層体）であ
ることもある。即ち、一方のウェハは、複数のウェハが重ね合わされて形成された、場合
によっては研削等によって薄層化された、ウェハ積層形態であることもある。
【００３４】
　Ｑ２－２：アライメント工程及びウェハ重ね合わせ工程
　ウェハホルダに保持された２枚のウェハの位置あわせ（アライメント）を行う。アライ
メントは顕微鏡７０４を用いて、ウェハ又はウェハホルダ上のマークを検出して行う。例
えば特開平７－１４９８２に開示されたような技術を用いる。ウェハホルダを使用して積
層すべきウェハどうしの位置合わせが完了すると、位置合わせされたウェハどうしを近接
させ、接触させる。接触後、重ね合わされた位置関係を維持するために本願ウェハホルダ
の接続部材を動作させてホルダ部材どうしを仮固定する。この仮工程を、他の方法、例え
ば樹脂による仮工程を行うと、樹脂の硬化時間が必要となって生産性の低下を伴う。また
、接合力の制御が出来ず、アライメント状態を維持できないこともある。更に、２つのウ
ェハ間の電極接合状態を外部より電極を通じて検知し、その結果、電極同士のアライメン
トに不具合が有った時、本願発明のウェハホルダを使用して仮固定を行っておれば簡単に
仮固定したウェハを解放して再度アライメントをやり直せるが、他の方法では簡単には修
正が行えず、歩留まりの低下を招く。
【００３５】
　Ｑ２－３：ウェハ搬送工程
　仮固定されたウェハ（積層体）７０６はロボットアーム７０７により、次の工程に搬送
される。この搬送工程のロボットには公知のロボット搬送装置を使用して行う。
　Ｑ２－４：ウェハ接合工程
　発熱体を内蔵する加熱板７１９にウェハホルダ及びウェハホルダに保持されたウェハ積
層体を吸着させ、加圧部材７５１、７５２とを用い、加圧シリンダにより加圧する。所定
の圧力を所定の時間加えることによりウェハ上の電極（金属バンプとパッド、金属バンプ
と金属バンプ）が接合される。この時、場合によっては、ウェハ間に樹脂を封入して加熱
することもある。また、加熱は伴わない方法でもよい。（例えば、特開２００２－６４２
６６号公報）。
【００３６】
　Ｑ３：ウェハ上のチップを個々のチップに分離する、分離工程
　このウェハ積層接合工程は必要な積層数だけ繰り返し行われ、順次積層接合がなされる
。
【００３７】
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　ウェハレベルで積層接合されたウェハをダイシングラインに従って切断し、チップとし
て分離する。切断は通常、ダイシングブレードを用いて切断するダイシングソー方式、レ
ーザ光線によりウェハ表面を溶融させて割る方式、ダイヤモンドカッタにより切断ライン
を引いて割る方法が採られている。しかしながら、ウェハ積層体をチップに分離する方式
としてはダイシングソー方式が好ましい。
【００３８】
　このように積層型半導体装置を製造することにより、積層型半導体装置の製造歩留まり
が向上し、製造コストの増加を抑えることが可能になる。
【産業上の利用可能性】
【００３９】
　半導体装置の高密度化、高速駆動化は産業上必至の要請であり、そのための本願発明の
利用は、従って、産業上必至である。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本願発明のウェハホルダを示す。（ａ）は平面図である、（ｂ）は断面図である
。
【図２】本願発明のウェハホルダに位置合わせされたウェハを挟み保持した状態を示す図
である。
【図３】本願発明のウェハホルダの結合部材の例を示す図である。
【図４】本願発明の結合部材の取り付け位置の好適な例を示す図である。
【図５】本願発明の固定部材の好適な例を示す図である。
【図６】ホルダ部材の変形を示す図である。
【図７】本願発明の２つの板バネの作用を示す図である。
【図８】本願発明の２つの板バネの好適な形状を示す図である。
【図９】本願発明のウェハ積層接合工程及び積層型半導体製造方法を示すフローチャート
である。
【符号の説明】
【００４１】
　１０１　・・・・　ホルダ部材　　　　　　　１０２　・・・・　固定部材
　１０３　・・・・　結合部材　　　　　　　　３０１　・・・・　コイル
　３０２　・・・・　導管　　　　　　　　　　３０３　・・・・　静電電極
　３０４　・・・・　永久磁石　　　　　　　　３０５　・・・・　電磁石
　５０１　・・・・　平行バネ　　　　　　　　５０２　・・・・　平行板バネ
　５０３　・・・・　中継部材
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